
1 鈴鹿市における住宅セーフティネットの構築と住環境の向上（地域住宅計画）
平成２３年度　～　平成２７年度　（５年間） 鈴鹿市

『だれもが快適に住み続けられる住まい・まちづくりと災害に強く，安心して暮らせる住まい・まちづくりを実現し、民間賃貸住宅等を活用したすまいのセーフティネットづくりを進めて，一層の定住促進を図る。』

・鈴鹿市における公営住宅の住環境向上を行った戸数の割合を24％から73％に増加（地域住宅計画）
・鈴鹿市における老朽化の著しい市営団地を良好な住宅市街地とする整備率を11％から45％に増加（地域住宅計画）

・鈴鹿市における空家等対策計画の策定等に必要な空き家実態把握調査の実施戸数を0戸から4,280戸に増加（地域住宅計画）

（H23当初） （H24末） （H27末） ※中間目標は任意
市内の公営住宅のうち、長寿命化型改善された戸数割合
（公営住宅の改善割合）＝（公営住宅の改善戸数）／（公営住宅の改善必要戸数）（％） 24% 52% 73% （地域住宅計画）

老朽化団地における市営住宅の整備状況等をもとに算出する。
（老朽化団地の整備率）＝（整備された棟数）／（老朽化団地の全棟数）（％） 11% 31% 45% （地域住宅計画）

市内の空き家のうち、その他空き家に分類される空き家の実態把握調査を実施した戸数（戸）
－ － 4,280戸 （地域住宅計画）

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　住宅事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A1-1 82.000

1-A1-2 7.424

1-A1-3 33.600

1-A1-4 住宅 一般 鈴鹿市 直接 鈴鹿市 4.044

小計（住宅事業） 127.07

Ａc　提案事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-Ac-1 15.6

1-Ac-2 6.1

小計（住宅事業） 21.7

合計 148.81

住宅 一般 鈴鹿市 直接 鈴鹿市

鈴鹿市住宅 一般 鈴鹿市 直接

平成28年4月26日

備考
最終目標値

           社会資本総合整備計画（地域住宅支援）　　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

事後評価の実施体制

交付対象事業

事後評価の実施時期

公表の方法　　　鈴鹿市にて実施

　　　　　　　計画期間終了後（平成28年4月）

　　　　　　　鈴鹿市のホームページにて公表

事業者
全体事業費
（百万円）

事業者
全体事業費
（百万円）番号 事業内容

老朽化した市営住宅団地の移転費助成（25戸）

要素となる事業名

市営住宅総合再生事業
老朽化した市営住宅団地の解体・整地（15棟）

全体事業費

当初現況値 中間目標値
　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

35.0 百万円 13.6%Ａ
（Ａc＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

256.5 百万円 Ac＋Ｃ
効果促進事業費の割合256.5 百万円

（35.0 百万円）
Ｂ

住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）

要素となる事業名(事業箇所） 事業内容・規模等

長寿命化型改善（屋根防水730戸）

空き家実態把握調査（空き家0戸）

公営住宅ストック総合改善事業 福祉対応型改善（バリアフリー化改善16戸）

長寿命化型改善（外壁改修72戸）



Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0.00

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

番号
全体事業費
（百万円）事業者

事業実施期間（年度）

全体事業費
（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

要素となる事業名 事業内容

番号 事業者 事業内容要素となる事業名

一体的に実施することにより期待される効果



２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 73%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 70%

最終目標値 45%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 37%

最終目標値 4,280戸
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 0戸

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

外壁改修工事について，工事中は各住戸の窓の開閉が制限されるため，入居者の住環境を考慮し，工事時期
を秋季以降と限定したため，一部実施できなかった。

・公営住宅の福祉対応型改善工事及び屋上屋根防水改修，外壁改修を行うことにより，市営住宅の安全性・居住性の向上と，既存ストックの長寿命化を図った。
・老朽化の著しい市営住宅を解体・整地し，跡地を公園等に整備することにより，周辺地域がより良好な住宅市街地として再生され，住環境が向上した。

今後も，計画的な改修により市営住宅の長寿命化を図り，良質な住宅ストックの確保，住民の安全性・居住性の向上に努め，だれもが安心して快適に住み続けられる住まい・まちづくりを実現するため計画的に事業を推進し
ていく。

公営住宅の福祉対応型改善工事を行うことにより，住宅セーフティネット法における住宅確保要配慮者の居住の安定の確保にも寄与している。

指標①（公営住宅の
改善割合）

入居者の理解を得ることに時間を要したため，計画棟数より整備棟数が下回った。

当事業は，一巡目調査，二巡目調査を経て事業完了となる。平成27年度に一巡目調査が終了し，二巡目調査
は，平成28年度に実施を予定しているため，実績は0戸となった。

指標②（老朽化団地
の整備率）

指標③（空き家の実
態把握調査実施戸
数）



（参考様式３）社会資本総合整備計画

計画の名称 1 鈴鹿市における住宅セーフティネットの構築と住環境の向上（地域住宅計画）

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（５年間） 鈴鹿市交付対象

一ノ宮団地

十宮団地

十宮団地

安塚団地

桜島団地

道伯団地

東玉垣団地

ハイツ旭が丘

鼓ヶ浦団地

１－Ａ１－１ 長寿命化型改善対象団地

１－Ａ１－２ 福祉対応型改善対象団地

１－Ａ１－３ 長寿命化型改善対象団地

１－Ａｃ－１ 解体・整地予定老朽化団地

１－Ａｃ－２ 移転費助成予定老朽化団地



（参考様式３）社会資本総合整備計画

計画の名称 1 鈴鹿市における住宅セーフティネットの構築と住環境の向上（地域住宅計画）

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（５年間） 鈴鹿市交付対象

鈴鹿市全域

１－Ａ１－４ 空き家実態把握調査対象地


